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山形県建設工事元請下請関係適正化指導要領 

（ 制  定 ：平成８年４月１日） 

（最終改正：令和８年４月１日） 

 

（要旨） 

第１条 この要領は、建設業法（昭和 24 年法律第 100 号。以下「法」という。）及び公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成 12 年法律第 127 号。以下「入札

契約適正化法」という。）に基づき、山形県（以下「県」という。）が発注する建設工事

を施工するに当たって、元請と下請との関係の適正化を図ることを目的とし、県が指導す

るための基準として、元請と下請が遵守すべき必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において「元請」とは、特段の定めが無い場合は下請契約における注文者

をいい、一つの工事が数次の下請契約により行われる場合は、県から直接工事を請け負っ

た者はもちろん、それに続く全ての下請契約における注文者をいう。 

２ この要領において「下請」とは、特段の定めが無い場合は下請契約における請負者をい

い、一つの工事が数次の下請契約により行われる場合は、県から直接工事を請け負った者

からその工事の一部を請け負った者はもちろん、それに続く全ての下請契約における請負

者をいう。 

 

（一括下請負の禁止） 

第３条 法第 22 条及び入札契約適正化法第 14 条の規定により、工事の全部若しくはその主

たる部分又は他の部分から独立してその機能を発揮する工作物の工事を一括して第三者に

請け負わせてはならない。 

 

（下請契約締結の義務） 

第４条 元請は、下請工事を発注したときは、下請工事の着工前に、次の各号に掲げるいず

れかの下請約款及び下請契約書により下請契約を締結し、履行しなければならない。 

（１）建設工事標準下請契約約款（昭和 52 年４月 26 日中央建設業審議会決定）による建設

工事下請契約書（以下「下請契約書」という。） 

（２）一般社団法人全国建設業協会が制定した工事下請基本契約約款及び下請工事基本契約

書（以下「下請約款」という。）による注文書及び注文請書（以下「下請契約書」とい

う。）又は個別工事下請契約約款による注文書及び注文請書（以下「下請契約書」とい

う。）ただし、この場合には、「注文書及び請書による契約の締結について」（平成 12

年６月 29日付け建設省経発 第 132号）の記書きの要件を満たす書面であること。 

（３）建設工事標準下請契約約款に準拠した内容をもつ下請契約書（以下「下請契約書」と

いう。） 

 

（不当に低い請負代金の禁止） 

第５条 元請は、工事の種別ごとの材料費、労務費、法定福利費、安全衛生経費、建設業退

職金共済契約に係る掛金（以下「材料費等」という。）を記載した見積書を交付した下請
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に対し、材料費等の額について工事を施工するために通常必要と認められる材料費等の額

を著しく下回る変更を求めてはならない。 

２ 元請は、下請工事を発注するときは、下請代金額を工事を施工するために通常必要と認

められる原価に満たない額としてはならない。 

３ 下請は、工事を受注するときは、自らが保有する低廉な資材を工事に用いることができ

る場合、先端的な技術又は蓄積された知識、技術若しくは技能を活用することにより工事

原価の低減が図られている場合、緊急の必要その他やむを得ない事情がある場合を除き、

請負代金額を工事を施工するために通常必要と認められる原価に満たない額としてはなら

ない。 

４ 元請は、下請契約の締結後、正当な理由がないのに下請代金額を減じてはならない。 

 

（著しく短い工期の禁止） 

第５条の２ 元請は、下請工事を発注するときは、工事を施工するために通常必要と認めら

れる期間に比して著しく短い期間を工期としてはならない。 

２ 下請は、工事を受注するときは、工事を施工するために通常必要と認められる期間に比

して著しく短い期間を工期としてはならない。 

 

（下請体系の把握） 

第６条 県から直接工事を請け負った元請は、下請報告書（別紙様式１）、下請業者一覧表

（別紙様式２）を作成し、県に提出しなければならない。ただし、県が省略して差し支え

ないと判断した場合はこの限りではない。 

２ 県から直接工事を請け負った元請は、下請契約を締結したときは、その下請金額にかか

わらず、施工体系図（別紙様式３）、施工体制台帳（作業員名簿を含む。）（別紙様式４

－１）及び再下請負通知書（別紙様式４－２）を作成し、その写しに建設業法施行規則

（昭和24年建設省令第14号）第14条の２第２項及び同第14条の４第３項に掲げる書類の写

しを添付し、県に提出しなければならない。ただし、再下請負通知書及びその添付書類の

提出にあっては、下請がさらに他の建設業を営む者に下請させるときに限る。なお、発注

者が情報通信技術を利用して施工体制を確認できる場合は、施工体系図、施工体制台帳

（作業員名簿を含む。）及び再下請負通知書の写しの提出は不要とする。 

３ 前項の工事にあっては、工事現場に施工体制台帳及び再下請負通知書を備置き、施工体

系図を掲示しなければならない。 

４ 下請は、労働者名簿及び賃金台帳を整備しなければならない。なお、元請は、いつでも

その報告を求めることができる。 

５ 県は、県から直接工事を請け負った元請に対して、必要に応じ下請の施工能力事項及び

下請工事内容等を記載した書類の提出を求めることができる。 

 

（下請からの暴力団の排除） 

第７条 元請は、山形県建設工事請負契約約款第 49条第 11号に該当する者（以下「暴力団

関係業者」という。）を下請（資材、原材料の購入契約その他の契約の相手方を含む。）

としてはならない。 

２ 第４条に定める下請契約書には、暴力団関係業者と判明した場合に契約を解除できる旨
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（以下「契約解除条項」という。）を規定しなければならない。 

３ 契約の相手方が暴力団関係業者と判明した場合は、前項に定める契約解除条項に基づき、

当該下請契約を解除しなければならない。 

４ 県から直接工事を請け負った元請のうち建設工事競争入札参加資格者名簿に登載されて

いる建設業者は、競争入札参加資格審査申請時に提出した暴力団排除に関する誓約書にお

いて誓約した事項を誠実に履行するとともに、下請（建設工事の下請に限る。）から誓約

書（別紙様式６）を徴し、県に提出しなければならない。 

５ 県から直接工事を請け負った元請のうち建設工事競争入札参加資格者名簿に登載されて

いない建設業者は、県に対して誓約書（別紙様式５）を提出するとともに、下請（建設工

事の下請に限る。）から誓約書（別紙様式６）を徴し、県に提出しなければならない。 

 

（暴力団等からの不当要求時の対応） 

第８条 元請及び下請は、山形県暴力団排除条例第２条に規定する暴力団又は暴力団員等

から不当な要求を受けたときは、ただちに、警察署へ通報するとともに県に報告しなけれ

ばならない。 

 

（提出時期等） 

第９条 各発注担当課長又は各発注担当公所長（以下「各関係課長等」という。）は、請負

業者と契約を締結する際に、第６条に規定する下請報告書、下請業者一覧表、施工体制台

帳及び施工体系図並びに第７条第４項に規定する誓約書（以下「誓約書」という。）等の

様式を交付する。 

２ 第６条に規定する下請報告書、下請業者一覧表、施工体系図、施工体制台帳、再下請負

通知書及び添付書類並びに誓約書の提出時期については次の各号のとおりとする。 

（１）契約締結時においては、山形県建設工事請負契約約款（以下「県約款」という。）第

11条の規定に基づく現場代理人等指定（変更）通知書の提出時とする。 

（２）提出した内容に変更があったときは、変更のある書類に関し遅滞なく提出するものと

する。なお、変更時と工事完成時の間が 14 日間に満たない場合は、変更時の提出を省

略できるものとする。 

（３）工事完成時においては、県約款第 33条の規定に基づく完成通知書の提出時とする。 

 

（各関係課長等における確認） 

第 10 条 各関係課長等は、第６条に定める各提出書類どおりに施工が行われているかにつ

いて、現場に監督職員を派遣して確認するとともに、次の各号に掲げる事項について確認

しなければならない。なお、確認方法については、実地での確認と同等以上の効果を有す

ると認められる場合には、新たな技術等を用いた確認方法によることができる。 

（１）配置技術者の適格性及び専任性 

（２）健康保険法（大正 11 年法律第 70 号）第 48 条、厚生年金保険法（昭和 29 年法律第

115 号）第 27 条及び雇用保険法（昭和 49 年法律第 116 号）第７条の規定による届出状

況 

（３）当該工事の下請予定額の合計が 5,000 万円（建築一式工事の場合は 8,000 万円）以上

である場合は、報告されている監理技術者が監理技術者資格者証の交付を受けている技
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術者であって、かつ、監理技術者講習の有効期間内に当該講習を受講している者である

こと。 

（４）工事を一括して下請業者に請け負わせていないこと。 

（５）法に規定する軽微な建設工事のみを施工する場合を除き、下請業者が建設業の許可を

受けていること。 

（６）県から直接工事を請け負った元請が一般建設業者である場合は、下請額の合計が

5,000万円（建築一式工事の場合は 8,000万円）以上でないこと。 

 

（建設企画課長への報告） 

第 11 条 各関係課長等は、前条の規定に基づく確認において同条各号の規定に違反してい

る疑い又は事実がある場合は、建設企画課長に報告しなければならない。 

 

（下請選定の留意事項） 

第 12 条 元請は、下請を選定するときは、次の各号に掲げる事項について留意しなければ

ならない。 

（１）原則として、法第３条の許可を受けた者（許可業者）であること。やむを得ず無許可

業者と契約する場合で材料を提供するときは、提供する材料費に留意すること。 

（２）その工事を施工するに足りる技術力を有し、法に規定する主任技術者を適切に配置で

きること。 

（３）その工事を施工するに足りる労働力、機械器具を確保できること。 

（４）常時 10 人以上の労働者を使用しているときは、就業規則を作成し、労働基準監督署

に届出がなされていること。 

（５）経営が安定していること｡ 

（６）賃金が常に適正に支払われ、支払の遅延等がないこと。 

（７）過去において労働災害を頻繁に起こしていないこと。 

（８）法第 28 条に基づく監督処分を受け営業停止期間、または山形県競争入札参加資格者

指名停止要綱に基づく指名停止措置を受け指名停止期間でないこと。 

（９）健康保険（日雇健康保険を含む。）、厚生年金保険及び雇用保険（以下「社会保険

等」という。）並びに労働者災害補償保険（以下「労災保険」という。）に加入してお

り、保険料を適正に納付していること。 

（10）建設業福祉共済団の共済及び建設業退職金共済に加入しており、掛金を適正に納付し

ていること。 

（11）工事の性質上、工事の一部が再下請されると認められるときは、下請代金の不払を起

こすおそれがないこと。 

(12) 材料費等その他工事の施工のために必要な経費を内訳明示し、工事の工程ごとの作業

及びその準備に必要な日数を記載した見積書を作成するよう努めること。なお、法定福

利費については、必要経費として適正に内訳明示され、確保されていること。 

(13) 材料費等の額は、工事を施工するために通常必要と認められる材料費等の額を著しく

下回るものではないこと。 

 

（下請代金の支払条件） 
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第 13 条 元請は、前払金の支払を受けたときは、下請に対し、資材の購入、労働者の確保

その他工事の着手に必要な費用を前払金として支払うよう努めなければならない。 

２ 元請は、請負代金の部分払及び完成払を受けたときは、受けた日から１か月以内ででき

る限り短い期間内に、下請に対し、出来形部分に相応する部分払及び完成払を行わなけれ

ばならない。 

３ 下請代金の支払は、原則として現金払とするが、やむを得ない場合は、現金と手形の割

合が現金 60％以上になるよう努めるとともに、手形期間は長くても 60 日以内になるよう

努めなければならない。 

    なお、元請の都合により現金払を手形払に変更するときは、当該手形の割引に要する費

用は、元請が負担しなければならない。 

４ 元請は、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあるときは、請

負契約を締結するまでに、下請に対して、その旨を必要な情報と併せて通知しなければな

らない。 

５ 下請は、工期又は請負代金の額に影響を及ぼす事象が発生するおそれがあるときは、請

負契約を締結するまでに、元請に対して、その旨を必要な情報と併せて通知しなければな

らない。 

６ 元請は、工期内に賃金水準又は物価水準の変動により下請代金額を変更する必要が生じ

たときは、下請約款及び下請契約書の定めるところにより、変更の措置をとらなければな

らない。 

７ 元請は、注文した下請工事に必要な資材を元請から購入させる下請契約を締結したとき

は、正当な理由がないのに、その工事の下請代金の支払期日前に、その工事に使用する資

材の代金を支払わせてはならない。 

８ 元請が特定建設業者である場合の下請契約の下請代金は、当該下請工事の目的物の引渡

しの申出があった日から 50日以内でできる限り短い期間内に支払わなければならない。 

９ 元請が特定建設業者である場合には、下請が倒産、資金繰りの悪化等により、下請工事

の施工に関し、他人（当該下請以外の下請を含む。）に損害を与えることのないよう下請

の保護及び指導に十分配慮しなければならない。 

 

（下請工事の施工管理） 

第 14 条 県から直接工事を請け負った元請は、下請工事に係る施工管理を的確に行うとと

もに、下請に対して指導、助言及びその他の必要な措置を行わなければならない。 

２ 元請は工事現場に主任技術者を配置し、下請に対し下請施工に係る施工技術の管理に努

めなければならない。 

    また、県から直接工事を請け負った元請が特定建設業者である場合、下請発注額が

5,000 万円以上（建築一式工事にあっては 8,000 万円以上）のときは、監理技術者を配置

しなければならない。 

３ 特定建設業者は、その責務を十分認識し、下請保護及び指導に努めなければならない。 

 

（労働環境整備と雇用管理体制） 

第 15条 元請は、下請に対し、次の各号に掲げる事項について指導しなければならない。 

  (1) 労働者の雇入れに当たっては、募集を適法に行い、労働契約書の作成又は雇入通知書
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を交付すること。  

  (2) 賃金は、毎月１回以上一定日に通貨でその全額を直接労働者に支払うこと。 

  (3) 労働者に対し、技能訓練を実施するよう努めるとともに、安全衛生教育を実施し、労

働災害発生の防止に努めること。 

  (4) 雇用者に対し、１年に１回以上定期健康診断を実施すること。 

  (5) 労災保険を補完する任意の保険の加入に努めること。 

  (6) 労働者に対する退職金を積み立てること。 

 

（社会保険等未加入建設業者への指導等） 

第 15 条の２ 元請は、下請契約に当たっては社会保険等加入建設業者を選定することとし、

やむを得ず社会保険等未加入建設業者と下請契約を締結するときは、当該下請から別に定

める社会保険等への加入に関する申出書（以下「申出書」という。）を提出させなければ

ならない。 

２ 県から直接工事を請け負った元請は、下請から提出された申出書について、その写しを

県に提出しなければならない。また、県から直接工事を請け負った元請以外の元請は、前

項により提出させた申出書について、自らの元請を通じ、県から直接工事を請け負った元

請に提出するものとする。 

３ 県から直接工事を請け負った元請は、自身の下請以降の全ての下請の社会保険等の加入

及び未加入の状況を下請報告書や申出書等により確認し、未加入の下請に対しては、自身

の下請等に協力させ又は直接加入指導を行うものとする。 

４ 県から直接工事を請け負った元請以外の元請は、下請の社会保険等の加入及び未加入の

状況を下請報告書や申出書等により確認し、未加入の下請に対して加入指導を行うものと

する。また、県から直接工事を請け負った元請が行う指導に協力するものとする。 

 

（関係法令の周知徹底） 

第 16 条 元請は、下請に対し、労働基準法、労働安全衛生法等関係法令を遵守するよう指

導するとともに、違反の事実が生じた場合には、速やかに是正のための適切な処置を講ず

るよう指導しなければならない。 

 

（県の指導等） 

第 17 条 県は、この要領の適正な施行を確保し、その趣旨の徹底を図るため、次の各号に

定める措置等を行うものとする。 

(1)  この要領の遵守について、県から直接工事を請け負った元請に対して必要な指導、助

言又は勧告を行う。 

(2) 前号の指導等に従わない場合又は指導等を行った事項に関する措置結果が適切と認め

難い場合には、法第 28 条に基づく監督処分又は山形県競争入札参加資格者指名停止要

綱に基づく指名停止を行う。 

 

 附 則 

１ この要領は、平成８年４月１日から施行する。 

２ この要領の一部改正は、平成１２年１０月１日から施行する。 
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３ この要領の一部改正は、平成１３年１０月１日から施行する。 

 山形県建設工事下請状況報告実施要領（平成８年４月１日制定）は廃止する。 

４ この要領の一部改正は、平成１４年７月１日から施行する。 

５ この要領の一部改正は、平成１６年１０月１日から施行する。 

６ この要領の一部改正は、平成２４年５月１日から施行し、施行後に締結する契約から適

用する。 

７ この要領の一部改正は、平成２４年７月１日から施行し、施行後に締結する契約から適

用する。 

８ この要領の一部改正は、平成２４年１１月１日から施行し、施行後に締結する契約から

適用する。 

９ この要領の一部改正は、平成２７年４月１日から施行し、施行後に締結する契約から適

用する。 

10 この要領の一部改正は、平成２８年６月１日から施行し、施行後に締結する契約から適

用する。 

11 この要領の一部改正は、平成２９年４月１日から施行し、施行後に締結する契約から適

用する。 

12 この要領の一部改正は、平成３０年７月１日から施行し、施行後に入札公告、指名通知

又は随意契約のための見積提出依頼をした契約から適用する。 

13 この要領の一部改正は、平成３１年４月１日から施行し、施行後に入札公告、指名通知

又は随意契約のための見積提出依頼をした契約から適用する。 

14 この要領の一部改正は、令和２年６月１日から施行し、施行後に入札公告、指名通知又

は随意契約のための見積提出依頼をした契約から適用する。 

15 この要領の一部改正は、令和３年４月１日から施行し、施行後に入札公告、指名通知又

は随意契約のための見積提出依頼をした契約から適用する。 

16 この要領の一部改正は、令和５年１月１日から施行する。 

17 この要領の一部改正は、令和５年４月１日から施行する。 

18 この要領の一部改正は、令和７年１月６日から施行する。ただし、建設業法施行令（昭

和 31 年８月政令第 273 号）の一部を改正する政令に伴う特定建設業の許可及び監理技術

者の配置が必要となる下請代金額の改正については、令和７年２月１日から適用する。 

19 この要領の一部改正は、令和７年４月１日から施行する。 

20 この要領の一部改正は、令和８年４月１日から施行する。 


